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１．背景

大規模なCO2吸収リザーバーとして期待されている海洋

隔離技術は着実に進展し，事業化を視野に入れて研究開発

を行う時期に達しつつある．またIPCCでは海洋隔離技術と

地中貯留技術に関する特別報告書作成に向けてLead Author

会議が開催され，米国ではCSLF（Carbon Sequestration

Leadership Forum）1）が開催されたりするなど，国際的に

海洋隔離技術に対して関心が高まっている．これに伴い，

貯留・隔離技術の技術的実現性，経済性，環境影響，社会

受容性などの社会経済的有効性の評価が求められている．

海洋隔離による隔離ポテンシャル量や期間などの技術的

有効性に関する評価は，古くから海洋科学の分野において

研究がなされてきた2，3）．最近では化石燃料時代が終焉す

る将来時点での大気濃度定常状態を550ppmvとした場合

の，海洋へのCO2吸収量のポテンシャルは約1,600GtCと試

算されている4）．

２．リーケージを考慮した従来のCO2隔離の

経済的評価の方法

隔離技術の経済的評価の側面で特徴的な点は，隔離した

CO2の「リーケージ（漏洩）」を伴う点である．これに対

して従来では，次のような評価基準によるアプローチが行

われてきた．

① 時点tにおける正味CO2隔離量（貯留量－リーク量）

を隔離年数で積算する，Carbon ton-year Accounting

と呼ばれるアプローチ．

② 時点tにおける「正味CO2隔離量×炭素価格」の値に

対して，割引率を用いて積算するアプローチ．

①のアプローチは一番よく利用されるアプローチであり5），

GWP（Global Warming Potential）と類似している．積算

期間としては100年間を採用することが多い．この方法の

長所は，計算が容易であることと，曖昧さが無い点である．

一方で短所は，この方法で得られる数値だけでは隔離の効

果が直接的にはわからないこと，100年以上の貯留が可能

なものについては，全てリーケージがないものとして扱わ

れる点である．

②のアプローチの長所は，各時点における炭素価格を反

映可能な点である．一方で短所は，この数値だけでは実際

に貯留の持つ効用がわかりにくい点である．

②のアプローチとして，文献6）では海洋隔離を例に炭素
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Abstract
We present benefit of CO2 ocean sequestration for mitigating global warming. The“benefit”of sequestration
here means“avoided”economic damage that might be caused by CO2 without implementation of CO2 ocean
sequestration. We propose a novel method to calculate the benefit of the CO2 ocean sequestration, expressed in
dollar per ton of carbon ($/tC). CO2 ocean sequestration is simulated by using a simple atmosphere-ocean-land
BOX model that can treat thermohaline circulation, under four CO2 reduction strategies from BAU to CO2 double
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cases with and without sequestration by the simulations. Economic damage is evaluated based upon so-called
“damage function”of RICE98 model developed by W. D. Nordhaus that outputs macro-economic damage
expressed in %GDP from global mean temperature increase. The benefit is the difference of those with and
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隔離の永続性の問題を議論するために，炭素隔離をリーケ

ージが考慮された“一時的隔離”と捕らえ，“永久的隔離”

に対する“相対的価値”として示すなどの工夫がなされて

いる．しかし，海洋隔離による放射強制力の低下を通じた

温暖化回避は考慮されていないため，海洋隔離の便益の絶

対値を表すことは不可能である．

なお，エネルギーシステムモデルをベースにした，統合

評価モデルによる各種貯留・隔離技術の評価研究7）もある

が，そのようなモデルの枠組みでは気候変動によるエネル

ギーと経済への影響を扱っており，大気海洋循環は考慮さ

れていない．以上より，リーケージを考慮し，かつ経済的

便益を数値で提示できる方法の検討が望まれる．

３．本研究の目的

そこで本研究では２章で指摘した従来アプローチが有す

る短所を克服すべく，CO2削減シナリオ別の海洋隔離の位

置付けを検討し，海洋隔離実施による地球温暖化回避に伴

う経済的便益を，単位炭素隔離量あたりの金額で求めるこ

とを目的とする．

海洋隔離を実施しなければ，大気中に放出されるCO2に

より経済的ダメージが引き起こされる．海洋隔離実施によ

る経済的便益とは，海洋隔離実施によりCO2が千年オーダ

ーで大気中に放出されないことで，温暖化が回避されたこ

とにより生じる経済的利得とする．

本研究では次の２点を組み合わせ，CO2削減戦略におけ

る海洋隔離の位置付けとリーケージを考慮した上で，海洋

隔離の便益の絶対額を$/tCにより提示することを試みる．

① CO2削減戦略における海洋隔離の位置付けを行い，簡

易な炭素グローバル循環モデルを用いて，対応する海

洋隔離実施による大気中CO2濃度を求める．

② それを用いて全球平均気温上昇を求め，IPCCによる

CO2排出シナリオと基準GDP，マクロ経済影響を算出

するダメージ関数を組み合わせることで，経済的便益

を求める．

ただし，ダメージ関数の推計に不確実性が特に高く，基

準となるCO2排出シナリオとGDP，将来便益の積算期間，

適用する割引率なども複数考えられる．そのため，提示す

る便益の絶対額も複数の条件下による結果の幅で示すこと

とする．

このように，本研究により得られる結果には不確実性が

大きく入り込む余地があるものの，従来のアプローチでは

困難な，海洋隔離の経済的便益を$/tCの数値で明示可能

である点に本研究の意義がある．

４．方法

4.1 方法の概要

（1）計算方法

海洋隔離実施前後の大気中CO2濃度の差が全球平均気温

の差となり，毎年の経済的便益を生み出すことになる．こ

の毎年の経済的便益をある期間割引率を用いて総和し，そ

の期間までの累積の海洋隔離注入量で割ったものにより，

経済的便益を示すことになる．海洋隔離による経済的便益

は次の各項から算出し，$/tCの単位で表す．

海洋隔離による経済的便益＝（Σr×GDP）×

（⊿D/⊿T）×（⊿T/⊿PCO）×（⊿PCO /⊿C）…………（1）2 2

ここで⊿は海洋隔離実施の有無による差分，各項は年の関

数で，次の意味である．

・ Σr：割引後の総和．rは割引率による割引係数，Σは

年数に関する総和．

・ GDP：参照とするGDP．外生的に与える．

・ ⊿D/⊿T：全球平均温度T（℃）の上昇に伴う温暖化

によるダメージD（％GDP）．

・ ⊿T/⊿PCO2：大気中CO2濃度PCO2（ppm）とTの関係．

・ ⊿PCO2/⊿C：海洋隔離注入量CによるPCO2濃度の変化

量．

各項は次のように計算し，ステップにて行う．

ステップ①（⊿PCO2/⊿C）項：大気海洋陸域マルチボッ

クスモデル4）を利用して海洋隔離実施のシミュレーション

を行い，大気中のCO2濃度の変化量を求める．

ステップ②（⊿T/⊿PCO2）項：⊿T＝2.5（ln（PCO2（t）/PCO2

（1765））/ln2の式（ただしPCO2（1765）＝279ppm）8）を利用す

ることで，海洋隔離実施による大気中CO2濃度の変化より

全球平均温度上昇を計算する．

ステップ③（⊿D/⊿T）項：Nordhausにより作成され

たRICE98モデル9）におけるダメージ関数を参照し，全球

平均温度上昇に伴うマクロ経済影響を算出する．詳細は文

献9）に譲るが，本研究ではD＝１－１/（１＋0.00242⊿T＋

0.00274⊿T2）とした．

ステップ④（Σr×GDP）項：基準GDPは2100年までは

SRES（Special Report on Emissions Scenario）のB2のマ

ーカーシナリオのGDP10）を用い，2100年以降は一定とす

る．割引率は2100年まで一定値を用い，2100年以降は2100

年時点での割引率で一定とする．なお，2100年以降一定と

した割引率については，感度解析として2100年以降一定と

しない方法等も検討する．

なお（1）式に示すように，本研究では海洋隔離実施に

伴うCO2分離回収に要するエネルギーなどの費用を差し引

いた純利益を示すものではなく，海洋隔離実施による温暖
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化回避の便益のみを試算し提示するものとする．

（2）海洋隔離に着目したCO2削減シナリオ

経済的便益の算出は次の考え方で行う．

① S550達成を政策目標とする．

② BAU（Business-As-Usual）からS550への複数のCO2

排出削減シナリオにおける，海洋隔離の位置付けを明

確にする．

③ 削減シナリオ別の「海洋隔離の経済的便益」算出方法

を考える．

④ 「海洋隔離の経済的便益」を将来選好の幅で示す．こ

こで将来選好とは，「経済的便益の積算期間」と「割

引率」を意味している．

IPCCから発行されている最新の大気濃度安定化のシナ

リオとして，1994年に発行された最終大気濃度550ppm安

定化（S550）11）を用い，S550達成を政策目標とする．次に

BAUのCO2排出シナリオ（SRES-B2をデフォルトとする）

からS550を達成するCO2削減戦略シナリオを考える．海洋

隔離に着目すると，表１に示す４つのシナリオが考えられ

る．

なお，シナリオ①以外では，「SRES-B2で10GtC/yrの排

出量となる2030年から，その１割に相当する１GtC/yrを，

太平洋中層放流による海洋隔離により2100年まで削減す

る」ものとする．シナリオ①でも削減すべき全量を太平洋

中層放流による海洋隔離を想定して解析を行った．

なお，本研究においては，数百年にわたる世界全体の海

洋隔離実施に伴う経済的便益を示すことを目的としてい

る．そのため，シナリオ①ほどの大規模な海洋隔離を実際

に実施するにあたって想起される技術的制度的な制約は考

慮せず，簡略に太平洋中層放流による全量海洋隔離を想定

して解析を行い，複数地点と複数深度におけるCO2海洋隔

離実施を想定した解析は今後の課題とした．

4.2 大気海洋陸域マルチボックスモデル

Sorai & Ohsumi4）により開発されたマルチボックスモデ

ル（図１）には，CO2のグローバル循環を支配する主要な

生物地球化学的プロセス，すなわち，海洋熱塩循環，溶解

度ポンプ，生物ポンプ，アルカリポンプ，陸域生物生産活

動が全て取り込まれている．特に，海洋ボックスは，海洋

熱塩循環を反映させるために，北極海（表層，中層），北

大西洋（表層，中層，深層），南大西洋（表層，中層，深

層），インド洋（表層，中層，深層），太平洋（表層，中層，

深層），南極海（表層，中層）に細分化されており，ボッ

クス間の海水流動はSchmitz12）の海洋熱塩循環の解析結果

に基づき与えられている．一方，陸域の一次生産量に対し

ては，CO2施肥効果および温暖化効果が考慮されている．

これらの特徴を有する本マルチボックスモデルでは，海洋

中深層へ希釈溶解型CO2海洋隔離技術を表現することが可

能であり，CO2を注入する海域および深度の違いについて

は，リーケージを反映した大気中CO2濃度の違いとなって

計算されている．

4.3 経済的便益の検討

検討方法の概要については4.1で述べたが，ここでは

S550達成を政策目標と定めた時の，CO2削減戦略における

海洋隔離の位置付けと将来選好について説明する．

（1）CO2削減における海洋隔離の位置付け

CO2のグローバル循環という観点からは，現在実施ある

いは技術開発が進んでいるCO2地中貯留技術についても，

リーケージの可能性を考慮すべきであり，本研究対象であ

る海洋隔離技術との共通する特徴を有している．しかし

CO2地中貯留技術の適用については，各国の置かれた地質

条件の違い，技術を担う主体の熟練度，それを支える社会

的文脈などを考えると，国際的な合意を必須の条件とする

海洋隔離とは区別して論じることとすべきである．従って

表１ 海洋隔離に着目したBAUからS550を達成するCO2削減シナリオ（詳細は4.3（1））
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以下「CO2削減対策，技術開発および普及，実行」のCO2

海洋隔離以外の他の技術の中に組み込まれているものとし

て議論を進める．

S550達成を政策目標と定めた時，海洋隔離を中心とした

CO2削減戦略における海洋隔離の位置付けを考えると，次

の４つが考えられる．表２にはシナリオ間を比較するイメ

ージを記す．

なお，表中の各◎○△の違いは程度の強弱をイメージし

ており，◎は強（あるいは「極めて」「殆ど」「ほぼ」など），

△は弱（あるいは「低い」など），○はこれらの中間（あ

るいは「多少」「比較的」など）を意味している．例えば，

他技術によるCO2削減の可能性については，シナリオ①は

殆ど不可能（他技術ではCO2削減はほぼ出来ない），シナ

リオ③はほぼ確実に可能（CO2削減全量が他技術により可

能），シナリオ②aは可能性が低く不確実（他技術による

CO2削減の可能性は低くて不確実），シナリオ②bは可能性

は高いが不確実（他技術によるCO2削減の可能性は多少存

在するが不確実），というような意味合いである．

シナリオ①　海洋隔離のみでS550を達成

・ 状況＝あらゆるCO2削減対策，技術開発および普及，

実行が順調に行かず，海洋隔離技術に対して積極的に

期待が持たれ，隔離技術を全面的に利用実施すること

で，全てのCO2削減をはかることに社会的合意が十分

得られている状況．隔離技術が唯一の実行可能なCO2

削減手段となっている．

・ 海洋隔離の位置付け＝唯一の大規模に実行可能で効果

的なCO2削減手段とされる．

シナリオ②a 海洋隔離→他技術でS550を達成

・ 状況＝他技術によるCO2削減の実効性，確実性が懸念

されるために，隔離技術がCO2削減技術の一翼を担う

以上に即効性のある，大規模なCO2削減効果をもたら

す技術として期待され，国民の意識も何よりもCO2削

減量を少しでも確実に多く確保したい場合に，海洋隔

離技術の利用推進に支持が得られている状況．

・ 海洋隔離の位置付け＝他のCO2削減技術対策が「順調

で確実に」実施されることが「担保」されていないた

めに，海洋隔離技術は即効性，大規模実効性のある削

減技術とされている．

シナリオ②b 他技術→海洋隔離でS550を達成

・ 状況＝海洋隔離技術によるCO2削減に対する積極的利

用推進への社会的合意が得られている状況．ただし経

済性，効果，リグレット等の観点から，各削減技術の

実施に優先順位の意味付けが存在し，その順位に従い

各CO2削減技術対策の「順調で確実な」実施が「担保」

図１ 大気海洋陸域マルチボックスモデルの概要

表２ 海洋隔離の位置付けに関するシナリオ間の比較イメージ
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されていることが前提となっている．

・ 海洋隔離の位置付け＝他のCO2削減技術対策が「順調

で確実に」実施されることが「担保」されていること

が前提であるため，各種CO2削減技術のなかでの優先

順位の意味付けでは，海洋隔離技術は最後の手段とさ

れている．

シナリオ③　他技術のみでS550を達成

・ 状況＝海洋隔離技術によるCO2削減に対する積極的利

用推進への社会的合意が得られておらず，他技術のみ

でBAUからS550へのCO2排出削減を実行し，隔離技

術は他技術でS550達成が困難とされた場合に限り利

用実施する，という状況．このため海洋隔離技術の開

発および隔離実施の備えは必要．

・ 海洋隔離の位置付け＝海洋隔離技術はCO2削減技術と

して国民的理解は得られているものの，その実施には

慎重であり，緊急避難的，バックアップ的，保険的，

有事対応的，とされている．

（2）将来選好（便益の積算期間と割引率）

本研究のような数百年オーダーの超長期にわたる問題に

対して，何年先まで便益を積算し，どのような割引率を採

用するかは難問である13）．文献14）は地球温暖化のような長期

的問題に対して割引率を適用することに関して，経済学者

の意見をまとめたものである．各意見のポイントは次の通

り大きく異なり，通説的なものは存在しないことがわかる．

・ Broome：割引率０

・ Henderson&Bateman：指数関数的な割引率

・ Bradford, Manne：長期プロジェクトに“通常”使わ

れる割引率

・ Dasgupta：短期プロジェクトに“通常”使われる割

引率

・ Kopp&Portney：割引率は30～40年の期間にしか適用

できない

・ Weitzman：０～25年＝３～４％，26～75年＝２％，

76～300年＝１％，300年～＝０％

・ Cline：０～30年＝５％，30年～＝1.5％（ただし30年

以降は，０年からの割引値を用いる）

100年を超える超長期の問題に対して，何年先まで便益

を積算し，どのような割引率を適用するかは，将来をどう

見るか，人により大きく異なる．そこで本研究ではこれを

将来に対する選好と捉え，複数の便益期間と割引率により

結果を示した．

５．結果

5.1 海洋隔離実施のシミュレーション

シナリオ１，２a，２b，３に対応するマルチボックス

モデルに与える大気排出量と海洋隔離注入量を図２に示

し，それによる海洋隔離実施のシミュレーション結果のう

ち，大気中CO2濃度の計算結果を図３に示す．すなわち，

海洋隔離実施有無の大気中CO2濃度の差が全球平均気温の

差となり，毎年の経済的便益を生み出すことになる．この

毎年の経済的便益をある期間割引率を用いて総和し，その

期間までの海洋隔離累積量で割ったものにより示すことに

なる．

5.2 海洋隔離による経済的便益

海洋隔離による経済的便益を，隔離便益の積算年数の関

数により示した結果を図４に示す．結果は，シナリオ①，

②a，②b，③の４通りに対して，年率１％と２％の割引

率を適用したものである．横軸の一番右の「大気海洋CO2

濃度平衡時」とは，海洋隔離実施が有る時と無い時の両場

合において，大気中と海洋中のCO2濃度がほぼ一致する状

態のことを意味し，この状態になる数百年以上の将来時点

以降においては，海洋隔離実施に伴う経済的便益が増加せ

ずに飽和する．即ち，経済的便益の最大値を示している．

割引率の適用は2000年を基準として2100年までは上記の

割引率を用い，2100年以降は割引率０％としている．割引

率により海洋隔離による経済的便益は大きく変わり，割引

率１％を適用した時の経済的便益は，割引率２％の経済的

便益の約1/3となった．因みに，割引率を2100年以降一定

とせず継続する場合は，割引率２％の各シナリオでは2300

年以降の経済的便益はほぼ一定となる．

また，積算年数の増加に対して海洋隔離による経済的便

益は単調に増加する．海洋隔離実施を終了した2100年以降

も経済的便益が増加する理由は，図３の斜線部で示されて

いるように，海洋隔離実施による大気中CO2濃度の低減が

2100年以降も継続しているからである．

ここで，海洋隔離を積極的に実施した場合「大気海洋

CO2濃度平衡時」で示される経済的便益の最大値でみると，

積極的実施が大きな経済的便益をもたらす結果となった

が，そこへ到る過渡的時期においては必ずしも経済的便益

が大きくなるとは限らず，むしろ図４中の2300年までの時

間軸においては，シナリオ②a，②b，③は大差なくほぼ

同じ値で，シナリオ①はこれらより低い値になっている．

これは先に述べた海洋隔離実施後の経済的便益の継続的

増加と関連している．シナリオ①では2100年以降も大規模

な海洋隔離を実施しているため，累積の海洋隔離実施量で

ある経済的便益の分母の値は引き続き増加する．その一方

で，シナリオ②a，②b，③では海洋隔離実施を2100年で

終了しているため，経済的便益の分母の値は2100年以降一

定となり，分子のみが増加する．このために経済的便益の

値は2100年以降急増し，図４のグラフで示す2300年までの

時間軸の範囲では，経済的便益はシナリオ①以外がシナリ

オ①を上回っている結果となっている．
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以上より，この時間軸上においてはCO2削減を全量海洋

隔離により実施するシナリオ①より，部分活用のシナリオ

②や③の方が経済的便益の上では有利である．このように

本評価では，海洋隔離シナリオにより相当な幅があるがあ

るものの，2300年までの時間軸においては経済的便益が得

られることが確認された．

図２ 削減シナリオを実現する大気排出量と海洋隔離注入量の

プロファイル（マルチボックスモデルへの入力データ）

図３ 海洋隔離実施の有無による大気中CO2濃度の違い

（マルチボックスモデルによる出力結果）
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６．結論

CO2のグローバル循環を支配する主要な生物地球化学的

プロセスが組み込まれているマルチボックスモデルを用い

て，海洋隔離実施のシミュレーションを行い，海洋隔離に

よる大気中CO2濃度低減とそれに伴う温暖化回避による経

済的便益を試算した．今回用いたNordhausのダメージ関

数によると，海洋隔離実施による経済的便益は

① BAUからS550へのCO2排出削減シナリオ別における，

海洋隔離技術の位置付け

② 将来選好（何年先の将来まで考えるか＝積算期間年数，

将来の価値をどれだけ割引くか＝割引率）

により大きく異なるものの，海洋隔離が長期的には数百

～千$/tCオーダーの経済的便益をもたらし得ることが示

唆された．

なお，繰り返しになるが，本研究で述べた経済的便益と

は，海洋隔離実施による温暖化回避の便益のみを示したも

のであり，海洋隔離実施に伴うCO2分離回収・圧縮運搬・

放流に要するエネルギーなどの費用15－17）を差し引いた純利

益を示すものではない．今後，海洋隔離実施に係る費用に

関する知見の蓄積と検討が進み，今回推計した経済的便益

と比較検討することが求められる．
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図４ 海洋隔離による経済的便益（便益の積算年数と割引率により複数示す）
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